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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　基材、および該基材上に弾性層を有する定着部材であって、
　該弾性層が、アナターゼ型の結晶構造を有する酸化チタン粒子と付加硬化型シリコーン
ゴムとを含有するシリコーンゴム組成物の硬化物であり、
　日本工業規格（ＪＩＳ）　Ｋ６８５４－１：１９９９で規定される９０°はく離接着強
さ試験において、該弾性層が凝集破壊を起こし、
　かつ、該基材と該弾性層との界面に珪素原子に結合しているアリル基が存在することを
特徴とする定着部材。
【請求項２】
　前記基材と前記弾性層とを強制的に剥離したときの、前記基材側の剥離面における全反
射（ＡＴＲ）法による赤外吸収スペクトルおよび前記弾性層側の剥離面における全反射（
ＡＴＲ）法による赤外吸収スペクトルの少なくとも一方において、１６３０～１６４０ｃ
ｍ－１の波数領域に吸収ピークが認められる請求項１に記載の定着部材。
【請求項３】
　前記アリル基が、前記基材上に塗布された、珪素原子に結合しているアリル基を有する
シランカップリング剤に由来するものである請求項１または２に記載の定着部材。
【請求項４】
　前記付加硬化型シリコーンゴム組成物が、日本工業規格（ＪＩＳ）　Ｋ６２５１：２０
１０における引っ張り強さが、０．４ＭＰａ以上、３．０ＭＰａ以下のシリコーンゴムを
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与えるものである請求項１～３のいずれか一項に記載の定着部材。
【請求項５】
　請求項１～４のいずれか一項に記載の定着部材の製造方法であって、
　基材上に、珪素原子に結合しているアリル基を有するシランカップリング剤を含むプラ
イマーを塗布する工程と、
　塗布した該プライマーを５０℃以上、１２０℃以下で焼付ける工程と、
　該プライマーを焼付けた後の該基材上に、アナターゼ型の結晶構造を有する酸化チタン
粒子と付加硬化型シリコーンゴムとを含有するシリコーンゴム組成物の層を形成し、該層
中のシリコーンゴムを硬化させる工程と、を有することを特徴とする定着部材の製造方法
。
【請求項６】
　前記珪素原子に結合しているアリル基を有するシランカップリング剤が、下記式（１）
で表される有機珪素化合物又はその縮合物を含む請求項５に記載の定着部材の製造方法。
　ＣＨ２＝ＣＨ－ＣＨ２－Ｓｉ（－ＣＨ３）ｎ（－ＯＲ）３－ｎ　式（１）
　（式（１）中、ＯＲは、アルコキシ基、カルボキシ基からなる群より選ばれる基、ｎは
１～３の整数である。）
【請求項７】
　前記式（１）中、ＯＲが、メトキシ基またはエトキシ基である請求項６に記載の定着部
材の製造方法。
【請求項８】
　記録媒体上に形成された未定着トナー画像を加熱および加圧により記録媒体上に定着す
る定着装置であって、請求項１～４のいずれか一項に記載の定着部材を備えていることを
特徴とする定着装置。
【請求項９】
　記録媒体にトナー画像を形成する画像形成装置であって、請求項８に記載の定着装置を
備えていることを特徴とする画像形成装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、定着部材、定着部材の製造方法、定着装置および画像形成装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　一般に、複写機やレーザープリンタ等の電子写真方式の画像形成装置に用いられる加熱
定着装置では、一対の加熱されたローラとローラ、フィルムとローラ、ベルトとローラ、
ベルトとベルト、といった回転体が圧接されている。そして、この回転体間に形成された
圧接部位（定着ニップ）に、未定着状態のトナーによって形成された画像を保持している
紙の如き記録媒体が導入されると、熱によって該トナーが溶融し、記録媒体に当該画像が
定着する。上記した回転体のうち、記録媒体上に保持された未定着トナー画像と接する回
転体は、定着部材と称される。このような定着部材としては、基材の外面にシリコーンゴ
ムによって形成された弾性層と、更にその外面にフッ素樹脂等のトナー離型性の良い表層
が形成された、複層構成の定着部材が広く用いられている。
【０００３】
　定着部材の基材と弾性層とは、一般的に、プライマーと呼ばれる接着性塗料液によって
接着されている。特に、弾性層として付加硬化型のシリコーンゴム組成物の硬化物を用い
る場合（以下、単に「シリコーンゴム弾性層」とも称す）には、不飽和脂肪族基を有する
シランカップリング剤を含むプライマーが好ましく用いられている（特許文献１）。該シ
ランカップリング剤中の不飽和脂肪族基が付加硬化型シリコーンゴムの架橋剤中に存在す
るヒドロシリル基と反応し、シリコーンゴムの硬化と同時に基材と弾性層とを接着するこ
とができるためである。
【０００４】
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　このようなシランカップリング剤の塗膜は、基材とシリコーンゴム弾性層との間の高い
接着強度を確保するために、通常、１２０℃より高い温度で焼付けされる。これは、基材
上の水酸基とシランカップリング剤とを十分に反応させるためである。
【０００５】
　ところで、本発明者らは、定着部材の耐熱性の向上のため、シリコーンゴム弾性層に、
アナターゼ型の結晶構造を有する酸化チタン（以下、単に「アナターゼ型酸化チタン」と
も称す）粒子を耐熱充填剤として配合する技術を開発している（特許文献２）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開２０１４－１４２３７７号公報
【特許文献２】特開２０１４－０４１３４２号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　ここで、本発明者らは、アナターゼ型酸化チタン粒子が配合されたシリコーンゴム弾性
層を有する定着部材において、特許文献１に記載のプライマーを用いて基材と弾性層とを
接着することを検討した。
【０００８】
　その結果、特許文献１に記載のいずれのプライマーを用いても、定着部材を高温環境下
で使用した場合に、基材と弾性層との接着強度が経時的に低下することが判明した。そし
て、アナターゼ型酸化チタン粒子のかわりにルチル型の結晶構造を有する酸化チタン（以
下「ルチル型酸化チタン」とも称す）粒子が配合されたシリコーンゴム弾性層を有する定
着部材では、このような接着強度の経時的な低下が見られなかったことから、かかる課題
がアナターゼ型酸化チタン粒子を含有するシリコーンゴム弾性層に特有のものであること
を見出した。
【０００９】
　そこで、本発明の目的は、アナターゼ型の結晶構造を有する酸化チタン粒子が配合され
たシリコーンゴム弾性層と、基材との間の接着強度の低下が抑制された定着部材とその製
造方法を提供することにある。また、本発明の他の目的は、高品位な画像を安定して提供
することができる、定着装置および画像形成装置を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　本発明によれば、基材、および該基材上に弾性層を有する定着部材であって、該弾性層
が、アナターゼ型の結晶構造を有する酸化チタン粒子と付加硬化型シリコーンゴムとを含
有するシリコーンゴム組成物の硬化物であり、日本工業規格（ＪＩＳ）　Ｋ６８５４－１
：１９９９で規定される９０°はく離接着強さ試験において、該弾性層が凝集破壊を起こ
し、かつ、該基材と該弾性層との界面に珪素原子に結合しているアリル基が存在すること
を特徴とする定着部材が提供される。
【００１１】
　また、本発明によれば、上記定着部材の製造方法であって、基材上に、珪素原子に結合
しているアリル基を有するシランカップリング剤を含むプライマーを塗布する工程と、塗
布した該プライマーを５０℃以上、１２０℃以下で焼付ける工程と、該プライマーを焼付
けた後の該基材上に、アナターゼ型の結晶構造を有する酸化チタン粒子と付加硬化型シリ
コーンゴムとを含有するシリコーンゴム組成物の層を形成し、該層中のシリコーンゴムを
硬化させる工程と、を有することを特徴とする定着部材の製造方法が提供される。
【００１２】
　また、本発明によれば、記録媒体上に形成された未定着トナー画像を加熱および加圧に
より記録媒体上に定着する定着装置であって、上記定着部材を備えていることを特徴とす
る定着装置が提供される。
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【００１３】
　さらにまた、本発明によれば、記録媒体にトナー画像を形成する画像形成装置であって
、上記定着装置を備えていることを特徴とする画像形成装置が提供される。
【発明の効果】
【００１４】
　本発明によれば、アナターゼ型の結晶構造を有する酸化チタン粒子が配合されたシリコ
ーンゴム弾性層と、基材との間の接着強度の低下が抑制された定着部材とその製造方法が
提供される。また、本発明によれば、高品位な画像を安定して提供することができる定着
装置及び画像形成装置が提供される。
【図面の簡単な説明】
【００１５】
【図１】本発明の定着部材の一様態の概略断面模式図
【図２】アリルトリメトキシシランと付加硬化型シリコーンゴムの架橋剤との反応図
【図３】ビニルトリメトキシシランと付加硬化型シリコーンゴムの架橋剤との反応図
【図４】３－メタクリロキシプロピルトリメトキシシランと付加硬化型シリコーンゴムの
架橋剤との反応図
【図５】基材－弾性層界面の剥離試験方法の模式図
【図６】本発明の定着装置の一様態の概略断面模式図
【図７】本発明の定着装置の別の様態の概略断面模式図
【図８】本発明の画像形成装置の一様態の概略断面模式図
【図９】定着ベルトＮｏ．１の基材側の剥離面におけるＩＲスペクトルチャート
【発明を実施するための形態】
【００１６】
　本発明者らは、特許文献１に係る不飽和脂肪族基を有するシランカップリング剤を用い
た場合に、アナターゼ型の結晶構造を有する酸化チタン（以下、「アナターゼ型酸化チタ
ン」とも称す）粒子を含有するシリコーンゴム弾性層の、基材に対する接着強度が経時的
に低下する理由について検討した。
【００１７】
　特許文献１には、不飽和脂肪族基としてビニル基またはメタクリル基を有するシランカ
ップリング剤が記載されている。通常、これらの不飽和脂肪族基は、付加硬化型シリコー
ンゴムに含まれる架橋剤中のヒドロシリル基と付加反応して、シリコーンゴムとの間に結
合を形成している。そこで、本発明者らは、特許文献１に係るシランカップリング剤とシ
リコーンゴム弾性層との間に形成される結合が、アナターゼ型酸化チタン粒子の酸化作用
によって徐々に切断されていると推測した。
【００１８】
　図３は、不飽和脂肪族基としてビニル基を有するシランカップリング剤である、ビニル
トリメトキシシランと、付加硬化型シリコーンゴム中の架橋剤との反応図である。
【００１９】
　図３に示すように、ビニルトリメトキシシラン中のビニル基は、付加硬化型シリコーン
ゴムの架橋剤中に存在するヒドロシリル基とのヒドロシリル化反応によって、≡Ｓｉ－Ｃ
Ｈ２－ＣＨ２－Ｓｉ≡結合を形成する。この結合中のメチレン構造は耐酸化性が低いため
、アナターゼ型酸化チタン粒子の作用によって該結合が切断されやすいと考えられる。
【００２０】
　また、図４は、３－メタクリロキシプロピルトリメトキシシランと付加硬化型シリコー
ンゴムの架橋剤との反応図である。メタクリロキシ基は、付加硬化型シリコーンゴムの架
橋剤中に存在するヒドロシリル基との反応によって、≡Ｓｉ－ＣＨ２－ＣＨ２－ＣＨ２－
Ｏ－ＣＯ－ＣＨ（ＣＨ３）－ＣＨ２－Ｓｉ≡結合を形成する。この結合において、カルボ
ニル基（ＣＯ）からみて隣のα位の炭素原子が、アナターゼ型酸化チタン粒子によって酸
化されやすく、結合が切断に至ることがあると考えられる。
【００２１】
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　上記考察を踏まえたうえで、基材とシリコーンゴム弾性層との間の高い接着強度を維持
することを検討した結果、珪素原子に結合しているアリル基を基材と弾性層との界面に存
在させることが有効であることを本発明者らは見出した。このような効果が得られるメカ
ニズムについて、本発明者らは以下のように推定している。
【００２２】
　図２は、珪素原子に結合しているアリル基を有するシランカップリング剤の例としてア
リルトリメトキシシランを用いた場合における、シランカップリング剤と付加硬化型シリ
コーンゴムの架橋剤との反応図である。該シランカップリング剤中のアリル基は、付加硬
化型シリコーンゴムの架橋剤中に存在するヒドロシリル基とのヒドロシリル化反応によっ
て、≡Ｓｉ－ＣＨ２－ＣＨ２－ＣＨ２－Ｓｉ≡結合を形成する。この結合において、珪素
原子間に形成されたトリメチレン構造は耐酸化性が高いため、上記結合はアナターゼ型の
結晶構造を有する酸化チタン粒子によって切断されにくいと考えられる。
【００２３】
　さらに、未反応の珪素原子に結合しているアリル基を有するシランカップリング剤が残
存している場合、すなわち、珪素原子に結合しているアリル基が基材と弾性層との界面に
存在している場合、高温環境下において、該アリル基が、弾性層中のシリコーンゴムとラ
ジカル付加反応し、基材と弾性層との間に新たに化学結合を形成する。そのため、基材と
弾性層との接着強度の低下が抑制され、長期にわたって両者が良好に接着されると考えら
れる。
【００２４】
　以下に、本発明の定着部材について、具体的な構成に基づき詳細に説明する。
【００２５】
　１．定着部材
　図１は、本発明の定着部材の例である、定着ベルト１および定着ローラ２の概略断面模
式図である。一般に、定着部材は、基材自体が変形することにより定着ニップを形成する
場合は定着ベルトと呼ばれ、基材自体はほとんど変形せず弾性層の弾性変形で定着ニップ
を形成する場合は定着ローラと呼ばれる。
【００２６】
　図１において、定着部材は、それぞれ、基材３の外周を弾性層４が被覆し、弾性層４の
外周を表層５が被覆した構成となっている。基材３と弾性層４との界面には、珪素原子に
結合しているアリル基が存在する。なお、表層５は、弾性層４の周面に接着層（不図示）
により固定されている場合がある。また、弾性層４は複層構成であってもよい。
【００２７】
　以下、これらの各層について詳細に説明する。
【００２８】
　（１）基材
　基材３の材質としては、アルミニウム、鉄、ステンレス、ニッケルの如き金属およびそ
の合金、ならびにポリイミドの如き耐熱性樹脂が用いられる。
【００２９】
　定着部材がローラ形状を有する場合、基材３には芯金が用いられる。芯金の材質として
は、アルミニウム、鉄、ステンレスの如き金属および合金が挙げられる。なお、芯金の内
部は、定着装置での加圧に耐える強度を有していれば、中空状であっても良い。芯金の内
部が中空状である場合には、芯金の内部に熱源を設けることも可能となる。
【００３０】
　定着部材がベルト形状を有する場合には、基材３としては、電鋳ニッケルスリーブ、ス
テンレススリーブおよび耐熱樹脂ベルトが挙げられる。スリーブ又はベルトの内面には、
耐磨耗性や断熱性の如き機能を付与するための層（不図示）が更に設けられることがある
。
【００３１】
　基材３の表面には、ブラスト・ラップ・研磨の如き物理的処理を施してもよい。
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【００３２】
　定着部材がベルト形状を有する場合の基材の厚さとしては、１５μｍ以上、８０μｍ以
下であることが好ましい。定着部材がローラ形状を有する場合は定着装置の加圧力による
変形が生じにくいように適宜設計される。
【００３３】
　（２）弾性層
　弾性層４は、アナターゼ型の結晶構造を有する酸化チタン粒子と付加硬化型シリコーン
ゴムとを含有するシリコーンゴム組成物の硬化物である。
【００３４】
　付加硬化型シリコーンゴムは、後述する充填剤（フィラー）を分散させやすく、また、
後述するフィラーの種類や添加量によって、シリコーンゴムの架橋度を調整し、弾性層の
弾性を調整することができるため、好適に用いられる。
【００３５】
　シリコーンゴム組成物は、以下の材料を混練することによって得ることができる。
【００３６】
　（２－１）付加硬化型シリコーンゴム
　付加硬化型シリコーンゴム組成物は、基本的な構成成分として下記（ａ）、（ｂ）及び
（ｃ）を含む。
（ａ）不飽和脂肪族基を有するオルガノポリシロキサン；
（ｂ）ヒドロシリル基を有するオルガノポリシロキサン；
（ｃ）ヒドロシリル化触媒。
【００３７】
　上記（ａ）成分である、不飽和脂肪族基を有するオルガノポリシロキサンとしては以下
のものが挙げられる。
【００３８】
　・分子両末端がＲ１２Ｒ２ＳｉＯ１／２で表され、中間単位がＲ１２ＳｉＯ及びＲ１Ｒ
２ＳｉＯで表される直鎖状オルガノポリシロキサン
　・分子両末端がＲ１２Ｒ２ＳｉＯ１／２で表され、中間単位にＲ１ＳｉＯ３／２及び／
又はＳｉＯ４／２が含まれる分岐状ポリオルガノシロキサン
　ここで、Ｒ１はケイ素原子に結合した、脂肪族不飽和基を含まない１価の非置換又は置
換の炭化水素基を表す。具体例は、アルキル基（例えば、メチル基、エチル基、ｎ－プロ
ピル基、ｎ－ブチル基、ｎ－ペンチル基、ｎ－ヘキシル基）、アリール基（フェニル基、
ナフチル基）、置換炭化水素基（例えば、クロロメチル基、３－クロロプロピル基、３，
３，３－トリフルオロプロピル基、３－シアノプロピル基、３－メトキシプロピル基）が
挙げられる。
【００３９】
　特に、合成や取扱いが容易で、優れた耐熱性が得られることから、Ｒ１の５０％以上が
メチル基であることが好ましく、すべてのＲ１がメチル基であることがより好ましい。
【００４０】
　また、Ｒ２はケイ素原子に結合した不飽和脂肪族基を表す。Ｒ２としては、ビニル基、
アリール基、３－ブテニル基、４－ペンテニル基、５－ヘキセニル基が例示され、合成や
取扱いが容易でシリコーンゴムの架橋反応も容易に行われることから、特にビニル基が好
ましい。
【００４１】
　上記（ｂ）成分である、ヒドロシリル基を有するオルガノポリシロキサンは、白金化合
物の触媒作用により、上記（ａ）成分のアルケニル基との反応によって架橋構造を形成さ
せる架橋剤である。
【００４２】
　上記（ｂ）成分において、ヒドロシリル基の数は、１分子中に平均して３個を越える数
であることが好ましい。ケイ素原子に結合した有機基としては、不飽和脂肪族基を有する
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オルガノポリシロキサン成分のＲ１と同じ非置換又は置換の１価の炭化水素基が例示され
る。特に、合成及び取扱いが容易なことから、メチル基が好ましい。ケイ素に結合した活
性水素を有するオルガノポリシロキサンの分子量は特に限定されない。
【００４３】
　また、上記（ｂ）成分の２５℃における粘度は、好ましくは１０ｍｍ２／ｓ以上１００
，０００ｍｍ２／ｓ以下、さらに好ましくは１５ｍｍ２／ｓ以上１，０００ｍｍ２／ｓ以
下の範囲である。粘度が１０ｍｍ２／ｓ以上であると、該オルガノポリシロキサンが保存
中に揮発しにくく、得られるシリコーンゴムにおいて所望の架橋度や物性を得ることがで
きる。また、粘度が１００，０００ｍｍ２／ｓ以下であると、該オルガノポリシロキサン
の取扱いが容易で系に容易に均一に分散させることができる。
【００４４】
　上記（ｂ）成分のシロキサン骨格は、直鎖状、分岐状、環状のいずれでも差支えなく、
これらの混合物を用いてもよい。特に合成の容易性の観点から、直鎖状のものが好ましい
。
【００４５】
　また、上記（ｂ）成分において、Ｓｉ－Ｈ結合は、分子中のどのシロキサン単位に存在
してもよいが、少なくともその一部が、Ｒ１２ＨＳｉＯ１／２単位のように、オルガノポ
リシロキサンの分子末端に存在することが好ましい。
【００４６】
　更に、上記（ａ）成分および上記（ｂ）成分は、付加硬化型シリコーンゴム組成物にお
いて、ケイ素原子数に対する不飽和脂肪族基数の割合が、０．００１以上０．０２０以下
、より好ましくは０．００２以上０．０１０以下となるように配合されることが好ましい
。また、不飽和脂肪族基に対する活性水素の数の割合が、０．３以上０．８以下となるよ
うに配合されていることが好ましい。不飽和脂肪族基数に対する活性水素数の割合が０．
３以上であると、硬化後のシリコーンゴムにおいて安定して所望の硬度を得ることができ
る。また、不飽和脂肪族基数に対する活性水素数の割合が０．８以下であると、シリコー
ンゴムの硬度の過度の上昇を抑えられる。不飽和脂肪族基に対する活性水素の数の割合は
、水素核磁気共鳴分析（１Ｈ－ＮＭＲ（商品名：ＡＬ４００型ＦＴ－ＮＭＲ；日本電子株
式会社製））を用いた測定により不飽和脂肪族基数及び活性水素数を定量して算出するこ
とができる。
【００４７】
　上記（ｃ）成分としては、白金化合物およびロジウム化合物の如き公知の物質が挙げら
れる。
【００４８】
　また、上記した成分（ａ）～（ｃ）の他に、インヒビターと呼ばれる反応制御剤（阻害
剤）を含んでもよい。反応制御剤としては、メチルビニルテトラシロキサン、アセチレン
アルコール類、シロキサン変性アセチレンアルコール、ハイドロパーオキサイドの如き公
知の物質を用いることができる。
【００４９】
　（２－２）アナターゼ型の結晶構造を有する酸化チタン粒子
　本発明においては、弾性層に耐熱性を付与するために、弾性層にアナターゼ型の結晶構
造を有する酸化チタン粒子（以降、「アナターゼ型酸化チタン粒子」ともいう）を含む。
【００５０】
　本発明の効果を十分に発現する上で、アナターゼ型酸化チタン粒子は、シリコーンゴム
ベースポリマー１００質量部に対して、０．２質量部以上２０質量部以下の割合で含有さ
せることが好ましい。特には、１質量部以上５質量部以下で含有させることが好ましい。
アナターゼ型酸化チタン粒子の含有量を０．２質量部以上とすることで、弾性層の弾性を
十分に確保することができる。また、アナターゼ型酸化チタン粒子の含有量を２０質量部
以下とすることで、シリコーンゴム組成物において、構造粘性の上昇を抑えることができ
る。
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【００５１】
　また、アナターゼ型酸化チタン粒子の少量の添加によって、弾性層の耐熱性を確保する
ため、アナターゼ型酸化チタン粒子の一次粒子の体積平均粒子径は、小さいほど好ましい
。具体的には、アナターゼ型酸化チタン粒子の一次粒子の体積平均粒子径として、５ｎｍ
以上、１００ｎｍ以下、特には、２０ｎｍ以上、４０ｎｍ以下が好ましい。
【００５２】
　ところで、弾性層中のアナターゼ型酸化チタン粒子の一次粒子の体積平均粒子径は、本
発明においては、フロー式粒子像分析装置（商品名：ＦＰＩＡ－３０００；シスメックス
株式会社製）を用いて求めることとする。具体的には、弾性層から切り出したサンプルを
磁器製のるつぼに入れ、窒素雰囲気中で１０００℃に加熱し、ゴム成分を分解させ除去す
る。次いで、このるつぼを空気雰囲気下で１０００℃に加熱し、気相成長法炭素繊維を燃
焼させる。その結果、るつぼ中には、サンプルに含まれていた酸化チタン粒子のみが残る
。るつぼ中の酸化チタン粒子を乳鉢と乳棒を用いて１次粒子となるように解砕したのち、
これを水に分散させて、試料液を調製する。この試料液を、上記粒子像分析装置に投入し
、装置内で撮像セル内に導入し通過させ、無機充填剤を静止画像として撮影する。
【００５３】
　平面に投影された無機充填剤の粒子像（以下、「粒子投影像」ともいう）と等しい面積
を有する円（以下、「等面積円」ともいう）の直径を、当該粒子像にかかる酸化チタン粒
子の直径とする。そして、１０００個の酸化チタン粒子の等面積円を求め、それらの算術
平均値を、酸化チタン粒子の一次粒子の体積平均粒子径とする。
【００５４】
　また、酸化チタン粒子の結晶構造はＸ線回折測定（ＸＲＤ）によって特定することがで
きる。測定は、試料水平型多目的Ｘ線回折装置（商品名：ＵｌｔｉｍａＩＶ；株式会社リ
ガク製）を用い、以下の条件で行う。
Ｘ線源：Ｃｕ－Ｋα線
管電圧／電流
３０Ｋｖ／２０ｍＡ
走査範囲：１０゜～８０゜
スキャン速度：２．０゜／分
サンプリング速度：０．０１゜
積算回数：３回
【００５５】
　測定したＸ線回折プロファイルにおいて、２θ＝２５．３°付近に、アナターゼ型酸化
チタン粒子の結晶の面指数（１０１）に特徴的な回折ピークが、最も強い強度で確認する
ことができる。
【００５６】
　（２－３）フィラー
　本発明においては、弾性層に熱伝導性、耐熱性、および補強性の如き機能を付与するた
めに、フィラーを弾性層に添加してもよい。
【００５７】
　フィラーは高熱伝導性を有することが好ましい。具体的には、該フィラーとして、金属
、金属化合物、炭素繊維を挙げることができる。高熱伝導性フィラーとしては、以下が挙
げられる。炭化珪素（ＳｉＣ）、窒化珪素（Ｓｉ３Ｎ４）、窒化ホウ素（ＢＮ）、窒化ア
ルミニウム（ＡｌＮ）、アルミナ（Ａｌ２Ｏ３）、酸化亜鉛（ＺｎＯ）、酸化マグネシウ
ム（ＭｇＯ）、シリカ（ＳｉＯ２）、銅（Ｃｕ）、アルミニウム（Ａｌ）、銀（Ａｇ）、
鉄（Ｆｅ）、ニッケル（Ｎｉ）、気相成長法炭素繊維、ＰＡＮ系（ポリアクリロニトリル
）炭素繊維、ピッチ系炭素繊維。これらのフィラーは、単独であるいは２種類以上を混合
して用いることができる。
【００５８】
　フィラーの平均粒径は、取扱い上、および分散性の観点から１μｍ以上５０μｍ以下が
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好ましい。また、フィラーの形状は、球状、粉砕状、針状、板状、ウィスカ状が用いられ
る。特に、分散性の観点から、フィラーの形状は、球状のものが好ましい。
【００５９】
　フィラーは、その機能を十分に達成させるために、弾性層中に、付加硬化型シリコーン
ゴムを基準として、３０ｖｏｌ％以上６０ｖｏｌ％以下の範囲で含有させることが好まし
い。
【００６０】
　（３）弾性層の形成
　弾性層は、上記シリコーンゴム組成物を、金型成型法、ブレードコート法、ノズルコー
ト法及びリングコート法の如き加工法によって、基材の外周面に担持し、加熱することに
よって形成することができる。ここでいう基材には、後述するプライマー液による表面処
理が行われている。
【００６１】
　形成した弾性層の表面には紫外線を照射してもよい。紫外線を照射することにより、離
型層と弾性層との接着に用いる接着剤が弾性層に浸透するのを抑制することができる。紫
外線の光源としては、１８５ｎｍの波長を有する紫外線を用いることが好ましい。具体的
な紫外線の光源としては、低圧水銀ランプが挙げられる。
【００６２】
　紫外線は、波長１８５ｎｍの紫外線の、単位面積当たりの積算光量が、３００ｍＪ／ｃ
ｍ２以上、１０００ｍＪ／ｃｍ２以下となるように照射することが好ましい。紫外線の照
射量は、紫外線光量計（商品名：「Ｃ８０２６／Ｈ８０２５－１８５１０」；浜松ホトニ
クス株式会社製）を用いて測定することができる。
【００６３】
　弾性層の厚さは、定着部材の表面硬度への寄与、およびニップ幅確保の観点から、適宜
設計可能である。定着部材がベルト形状を有する場合、弾性層の厚さの好ましい範囲は、
１００μｍ以上５００μｍ以下、更に好ましくは２００μｍ以上４００μｍ以下である。
弾性層の厚さが上記範囲であると、定着ベルトを定着装置に組み込んだ場合に、基材がよ
く変形して十分なニップ幅を確保することができる。また、弾性層の厚さが上記範囲であ
ると、ベルト内に発熱源を有する場合に、熱源から記録媒体に効率よく熱を伝えることが
できる。定着部材がローラ形状を有する場合には、基材が剛体であるため、ニップ幅を弾
性層の変形で形成する必要がある。このため、定着ベルトの場合より弾性層の厚さは大き
い。具体的には、弾性層の厚さの好ましい範囲は、３００μｍ以上１０ｍｍ以下、更に好
ましくは１ｍｍ以上５ｍｍ以下である。
【００６４】
　なお、弾性層の強度は、一般に、ＪＩＳ　Ｋ６２５１：２０１０に基づく、ダンベル状
３号型試験片を用いて測定したときの引っ張り強さ（ＴＳ）が、０．４ＭＰａ以上、３．
０ＭＰａ以下、特には、１．０ＭＰａ以上、２．５ＭＰａ以下であることが好ましい。弾
性層の強度が上記範囲であると、定着部材の弾性層が十分な強度を有することができる。
【００６５】
　なお、弾性層の引っ張り強さは、シリコーンゴム組成物において、オルガノポリシロキ
サンの架橋度を大きくすることで大きくすることができる。具体的には、例えば、ケイ素
原子数に対する不飽和脂肪族基、及びケイ素の結合した活性水素の割合を増加させること
で可能となる。
【００６６】
　（４）基材と弾性層との接着
　本発明の定着部材は、基材と弾性層との界面において珪素原子に結合しているアリル基
が存在することを特徴とする。
【００６７】
　かかる定着部材は、珪素原子に結合しているアリル基を有するシランカップリング剤を
含むプライマー液によって基材と弾性層とを接着し、該アリル基を基材と弾性層との界面
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に残存させることで、得ることができる。すなわち、該アリル基は、基材上に塗布された
、珪素原子に結合しているアリル基を有するシランカップリング剤に由来するものである
。
【００６８】
　（４－１）珪素原子に結合しているアリル基を有するシランカップリング剤
　本発明において、基材と弾性層との間の接着に用いられるシランカップリング剤は、珪
素原子に結合しているアリル基を有することが重要である。
【００６９】
　本発明に係るシランカップリング剤としては、下記式（１）で表される有機珪素化合物
又はその縮合物が挙げられる。
ＣＨ２＝ＣＨ－ＣＨ２－Ｓｉ（－ＣＨ３）３－ｎ（－ＯＲ）ｎ　式（１）
【００７０】
　式（１）において、－ＯＲは加水分解性基、ｎは１～３の整数である。－ＯＲは、加水
分解したのち基材上のＯＨ基と脱水縮合して、基材との強固な結合を形成する。－ＯＲと
しては、具体的には、メトキシ基、エトキシ基、イソプロポキシ基およびフェノキシ基の
如きアルコキシ基、アセトキシ基、プロピオン酸エステル基およびブタン酸エステル基の
如きカルボキシ基が挙げられる。特に、－ＯＲとしてはメトキシ基またはエトキシ基であ
ることが好ましい。これらの基の種類およびこれらの基のシランカップリング剤への導入
量はシランカップリング剤の加水分解速度に応じて、適宜選択される。なお、－ＯＲが１
分子中に複数含まれる場合は、－ＯＲは、それぞれ異なる基であっても良い。
【００７１】
　式（１）で示される有機珪素化合物としては以下のものが挙げられる。アリルトリメト
キシシラン、アリルトリエトキシシラン、アリルジエトキシメトキシシラン、アリルエト
キシジメトキシシランの如きアリルトリアルコキシシラン、アリルジメトキシシラン、ア
リルジエトキシシランの如きアリルジアルコキシシラン。これらの中でも、アリルトリメ
トキシシランおよびアリルトリエトキシシランが好ましく用いられる。
【００７２】
　（４－２）プライマー液
　プライマー液には、上記シランカップリング剤の他に、ビニル基、メタクリロキシプロ
ピル基、エポキシ基、イソシアネート基、ウレイド基の如き官能基を有するシランカップ
リング剤が含まれていてもよい。なお、アミノ基又はメルカプト基を官能基として有す
るシランカップリング剤は、該官能基が、シリコーンゴム組成物中に含まれる白金触媒の
活性を低下させてヒドロシリル化反応を阻害することがあるため、用いないことが好まし
い。
【００７３】
　プライマー液には、シランカップリング剤の他に、有機溶媒、シリコーンポリマー、水
素化メチルシロキサン、アルコキシシラン、触媒、および着色剤が必要に応じて配合され
る。
【００７４】
　シリコーンポリマーは、シリコーンゴムとの親和性確保のために添加される。該シリコ
ーンポリマーとしては、ジメチルシリコーン、メチルフェニルシリコーン、ジフェニルシ
リコーンが挙げられる。
【００７５】
　アルコキシシランは、造膜成分として添加される。該アルコキシシランとしては、テト
ラメトキシシランやテトラエトキシシランの如きテトラアルコキシシラン、メチルトリメ
トキシシランやメチルトリエトキシシランの如きアルキルアルコキシシランが挙げられる
。
【００７６】
　触媒は、加水分解反応、縮合反応または付加反応を促進するために添加される。具体的
には、チタネート化合物、錫化合物、白金化合物が挙げられる。
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【００７７】
　着色剤は、塗膜の塗布量確認のために添加される。該着色剤としては、カーボンブラッ
ク、ベンガラが挙げられる。
【００７８】
　プライマー液には、基材上に塗布した後に風乾するだけで使用できる常温乾燥型（１液
タイプ）のものと、基材上に塗布した後に加熱による焼付け処理を必要とする焼付け乾燥
型（２液混合タイプ）のものがある。ＪＩＳ　Ｋ６８５４－１：１９９９で規定される９
０°はく離接着強さ試験において、基材と弾性層との界面剥離が生じず、弾性層が凝集破
壊するような接着強度をもたせるためには、焼付け乾燥型のプライマー液を用いることが
好ましい。焼付け乾燥型のプライマーは、上記したシランカップリング剤と基材との反応
を十分に生じさせることができるためである。
【００７９】
　このような焼付け乾燥型のプライマー液としては、具体的には、東レ・ダウコーニング
社製の「ＤＹ３９－１０４Ａ／Ｂ」が挙げられる。
【００８０】
　また、珪素原子に結合しているアリル基を有するシランカップリング剤以外のシランカ
ップリング剤を含む、市販の焼付け乾燥型のプライマー液に、珪素原子に結合しているア
リル基を有するシランカップリング剤を混合させたプライマー液も用いることができる。
珪素原子に結合しているアリル基を有するシランカップリング剤の例としては、たとえば
、アリルトリメトキシシラン（商品名：Ｚ－６８２５；東レ・ダウコーニング社製）、ア
リルトリエトキシシラン（商品名：ＳＩＡ０５２５．０；Ｇｅｌｅｓｔ，Ｉｎｃ．製）を
挙げることができる。
【００８１】
　（４－３）プライマー液による表面処理
　基材は、上記したプライマー液によって表面処理される。具体的には、基材の表面にプ
ライマー液を塗布して焼付けし、基材の表面上にプライマー層を形成する。なお、プライ
マー液は乾燥してから焼付けしてもよい。
【００８２】
　作製した定着部材において、基材と弾性層との界面に珪素原子に結合しているアリル基
が存在するためには、上記シランカップリング剤中の未反応のアリル基を残存させること
が重要である。
【００８３】
　基材の表面の単位面積当たりのプライマーの塗布量は、０．０５ｍｇ／ｃｍ２以上、１
．０ｍｇ／ｃｍ２以下、特には、０．１ｍｇ／ｃｍ２以上、０．５ｍｇ／ｃｍ２以下であ
ることが好ましい。ここでいう「プライマーの塗布量」とは、プライマー液を基材表面に
塗布し、乾燥および／又は焼付けした後の基材の質量から、プライマー液を塗布する前の
基材の質量を差し引いた値である。すなわち、プライマー液中の全固形分の質量である。
単位面積当たりのプライマーの塗布量が、０．０５ｍｇ／ｃｍ２以上であると、基材と弾
性層との界面に、十分に珪素原子に結合しているアリル基を残存させることができる。ま
た、プライマー液は、定着部材の伝熱特性を良好なものとするためには、多量に基材上に
塗布することは好ましくない。そのため、単位面積当たりのプライマーの塗布量を１．０
ｍｇ／ｃｍ２以下にすることが好ましい。
【００８４】
　プライマー液は、基材上に塗布したあと焼付けすることが好ましい。基材上に塗布した
あとに焼付けを行わず風乾しただけの場合では、シランカップリング剤の縮合反応が十分
に進まず、良好な接着性を得ることが困難な場合がある。
【００８５】
　プライマー液の焼付け条件としては、温度５０℃以上、１２０℃以下、特には、温度７
０℃以上、９０℃以下で行うことが好ましい。温度１２０℃以下で焼付けすると、焼付け
工程においてアリル基が失活しにくく、定着部材において十分にアリル基を残存させ易い
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。焼付け乾燥型（２液混合タイプ）のプライマー液は、通常、１２０℃より高い温度で焼
付けを行う（上記した「ＤＹ３９－１０４」の焼付け温度は通常１６５℃程度）。このよ
うな焼付け温度では、基材と弾性層との界面にアリル基を残存させることが困難である。
また、温度５０℃以上で焼付けすると、シランカップリング剤の縮合反応を加速すること
ができ、基材と弾性層との高い接着強度が得られる。
【００８６】
　また、プライマー液の焼付け時間は、３０秒以上、６０分以内、特には、２分以上、１
５分以内であることが好ましい。焼付け時間が上記範囲内であれば、シランカップリング
剤の縮合反応を十分に行うことができる。また、焼付けに伴うアリル基の消失を抑えるこ
とができる。
【００８７】
　プライマー層は、定着部材の熱伝導性の観点から薄く形成することが好ましい。そのた
め、プライマー層の厚さは、０．１μｍ以上、１０μｍ以下であることが好ましい。
【００８８】
　（４－４）基材と弾性層との界面のアリル基について
　基材と弾性層との界面には珪素原子に結合しているアリル基が存在している。該アリル
基の存在は、フーリエ変換型赤外分光光度計（ＦＴ－ＩＲ）を用いて確認することが可能
である。以下に、基材と弾性層との界面に存在する該アリル基の有無を確認する方法につ
いて説明する。
【００８９】
　定着部材において、基材と弾性層との界面に剃刀を入れて、基材と弾性層とを強制的に
剥離する。そして、基材側の剥離面および弾性層側の剥離面の、それぞれの表面において
、全反射（ＡＴＲ）法によって赤外分光測定を行う。珪素原子に結合しているアリル基（
≡Ｓｉ－ＣＨ２－ＣＨ＝ＣＨ２）は、１６３０～１６４０ｃｍ－１の波数領域に特徴的な
吸収ピークを示すことが知られている（Ｐ．Ｊ．Ｌａｕｎｅｒ：ＳＩＬＩＣＯＮ　ＣＯＭ
ＰＯＵＮＤＳ：ＳＩＬＡＮＥＳ　＆　ＳＩＬＩＣＯＮＥＳ，ｅｄ．Ｇｅｌｅｓｔ，ｉｎｃ
．（２００８年）　ｐ．２２３－２２６）。この波数領域での赤外吸収の有無によって珪
素原子に結合しているアリル基の有無を確認することができる。そして、基材側の剥離面
における赤外吸収スペクトルおよび弾性層側の剥離面における赤外吸収スペクトルの少な
くとも一方に、１６３０～１６４０ｃｍ－１の波数領域に吸収ピークが認められる場合に
、基材と弾性層との界面に、珪素原子に結合しているアリル基が存在しているものとみな
す。なお、赤外分光測定の条件の詳細は実施例にて述べる。
【００９０】
　（４－５）剥離試験
　本発明において、基材と弾性層とは良好に接着され、日本工業規格で定められた「接着
剤－はく離接着強さ試験方法」（ＪＩＳ　Ｋ６８５４－１：１９９９）において、弾性層
が凝集破壊を起こすことが重要である。
【００９１】
　具体的な試験方法について、図５を用いて説明する。定着部材（図では定着ベルト１）
の基材の形状が変形しないように、必要に応じて内部に中子１２を挿入し、部材の周方向
に沿って、表層側から基材表面に到達するように剃刀を用いて幅１ｃｍのスリットを入れ
る。次に、スリットを入れた部分に長手方向に一カ所切り込みを入れ、ここを剥がし端と
する。この剥がし端において、弾性層と基材との界面部分に剃刀を入れて、界面で強制的
に定着部材の周方向に２ｃｍ程度剥離する。そして、剥がし端をフォースゲージ１３のチ
ャック部１４に挟みこむ。尚、弾性層が薄く塑性変形が起こりやすい場合には、スリット
形成に先立って補強用としてポリイミドテープを表層の表面に張り付け、その上からスリ
ットを形成してもよい。
【００９２】
　そして、定着部材が周方向に自由に回転可能なように中子１２（もしくは基材。以下同
様。）を固定し、フォースゲージ１３を不図示の手段を用いて剥がし端の根元における定
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着部材本体の接線方向に対し垂直方向に、剥がした弾性層側の層の長さが１０ｍｍになる
まで、５０ｍｍ／分の一定速度で引き上げる。この際、引き剥がす方向Ｆが、剥がし端の
根元における定着部材本体の接線方向に対して９０°を維持することが重要である。９０
°を維持するために、まず、該剥がし端をフォースゲージで挟み込む際に、剥がした弾性
層側の層が９０°となるように挟み込む。次に、中子１２の回転軸の真上から垂直方向Ｆ
に一定の移動速度（５０ｍｍ／分）にて引っ張ると同時に、中子１２の接線における移動
速度が垂直方向Ｆの移動速度と等しくなるように、中子１２を図中Ｒ方向に回転させる。
具体的には、定着ベルト２の外径がΦ３０ｍｍであれば、０．５３ｒｐｍの速度で回転さ
せることで９０°を維持して剥離させることが可能である。
【００９３】
　この剥離試験によって形成された破断面の破壊様式を、日本工業規格で定められた「接
着剤－主要破壊様式の名称」（ＪＩＳ　Ｋ６８６６：１９９９）に則って判断する。具体
的には、以下である。
接着破壊：割れ目が接着剤と被着剤の界面にあることが目に見える接着剤結合の破壊。
凝集破壊：割れ目が接着剤又は被着剤の中にあると目に見える結合たい積物の破壊。
【００９４】
　基材と弾性層とが良好に接着している場合、破断面において、弾性層が凝集破壊を呈す
る。これは、基材側と弾性層側の両方に破壊した弾性層が付着している状態である。なお
、破断面が、凝集破壊と接着破壊の混合破壊を呈した場合には、弾性層の凝集破壊部分が
剥離面積の５０％以上であれば弾性層の凝集破壊と判定し、５０％に満たない場合には接
着破壊と判定する。
【００９５】
　（５）表層
　定着部材の表面には必要に応じて、表層５が形成される。表層５としては、フッ素樹脂
層が好適に用いられる。フッ素樹脂としては、以下に列挙する樹脂を単独もしくは複合し
て用いることができる。テトラフルオロエチレン－パーフルオロ（アルキルビニルエーテ
ル）共重合体（ＰＦＡ）、ポリテトラフルオロエチレン（ＰＴＦＥ）、テトラフルオロエ
チレン－ヘキサフルオロプロピレン共重合体（ＦＥＰ）、エチレン／テトラフルオロエチ
レン共重合体（ＥＴＦＥ）、ポリクロロトリフルオロエチレン（ＰＣＴＦＥ）、エチレン
／クロロトリフルオロエチレン共重合体（ＥＣＴＦＥ）、ポリフッ化ビニリデン（ＰＶＤ
Ｆ）。
【００９６】
　上記に列挙した材料の中でも、成形性やトナー離型性の観点からＰＦＡが好ましい。
【００９７】
　表層の形成手段としては、特に限定されないが、以下の方法を用いることができる。フ
ッ素樹脂ペレットを用いてチューブ状に成形したフッ素樹脂チューブを接着層を介して弾
性層４上に被覆する方法。フッ素樹脂の微粒子を直接弾性層表面にコーティングした後、
あるいは、フッ素樹脂の微粒子が溶媒中に分散された塗料を弾性層表面にコーティング後
、乾燥し、焼付けする方法。
【００９８】
　また、表層中には、熱物性を制御する目的で、成形性や離型性を損なわない範囲におい
て、フィラーを含有しても良い。該フィラーとしては、以下のものが挙げられる。シリカ
、アルミナ、カーボン、カーボンナノチューブ。
【００９９】
　表層の厚さは、１０μｍ以上、５０μｍ以下、更には、１５μｍ以上、３０μｍ以下と
することが好ましい。表層の厚さは、１０μｍ以上であると耐久性が良く、３０μｍ以下
であると、伝熱性が良好である。
【０１００】
　なお、定着部材の表面硬度は、記録媒体の凹凸への追従性の観点から７５°以上、８５
°以下であることが好ましい。表面硬度はマイクロゴム硬度計（商品名：マイクロゴム硬
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度計ＭＤ－１　ｃａｐａ　タイプＣ；高分子計器株式会社製）を用いて測定することがで
きる。
【０１０１】
　２．定着装置
　本発明の定着装置は上記した定着部材を有している。定着装置は、一対の加熱されたロ
ーラとローラ、フィルムとローラ、ベルトとローラ、ベルトとベルト、といった回転体が
圧接されている。これらは、画像形成装置全体としてのプロセス速度、大きさ等の条件を
勘案して適宜選択される。ここでは、定着装置の具体例を示して、その構成を説明する。
【０１０２】
　（１）ベルト形状の定着部材を用いた定着装置
　図６は、ベルト形状の定着部材を用いた定着装置の一例における横方向断面模式図を示
す。
【０１０３】
　この定着装置において、定着ベルト１は、本発明に係る定着部材としてのシームレス形
状のベルトである。この定着ベルト１を保持するために、耐熱性・断熱性を有する樹脂に
よって成型されたベルトガイド部材１６が形成されている。
【０１０４】
　このベルトガイド部材１６と定着ベルト１の内面とが接触する位置に熱源としてのセラ
ミックヒータ１７を具備する。
【０１０５】
　セラミックヒータ１７はベルトガイド部材１６の長手方向に沿って成型具備された溝部
に嵌入して固定支持されている。セラミックヒータ１７は、不図示の手段によって通電さ
れ発熱する。
【０１０６】
　シームレス形状の定着ベルト１はベルトガイド部材１６にルーズに外嵌させてある。加
圧用剛性ステイ１８はベルトガイド１６の内側に挿通してある。
【０１０７】
　加圧部材としての弾性加圧ローラ１９はステンレス芯金１９ａにシリコーンゴムの弾性
層１９ｂを設けて表面硬度を低下させたものである。
【０１０８】
　芯金１９ａの両端部を装置に不図示の手前側と奥側のシャーシ側板との間に回転自由に
軸受け保持させて配設してある。
【０１０９】
　弾性加圧ローラ１９は、表面性及び離型性を向上させるために表層１９ｃとして、厚さ
５０μｍのフッ素樹脂チューブが被覆されている。
【０１１０】
　加圧用剛性ステイ１８の両端部と装置シャーシ側のバネ受け部材（不図示）との間にそ
れぞれ加圧バネ（不図示）を縮設することで、加圧用剛性ステイ１８に押し下げ力を付与
している。これによってベルトガイド部材１６の下面に配設したセラミックヒータ１７の
下面と加圧部材１９の上面とが定着ベルト１を挟んで圧接して所定の定着ニップＮが形成
される。
【０１１１】
　この定着ニップＮに未定着トナーＧによって画像が形成された、被加熱体となる記録媒
体Ｐを搬送速度Ｖで挟持搬送させる。これにより、トナー画像を加熱、加圧する。その結
果、トナー画像は溶融・混色、その後、冷却されることによって記録媒体Ｐ上にトナー画
像が定着される。
【０１１２】
　（２）ローラ形状の定着部材を用いた定着装置
　図７は、ベルト形状の定着部材を用いた定着装置の一例における横方向断面模式図を示
す。
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【０１１３】
　この定着装置において、定着ローラ２は、本発明に係る定着部材である。この定着ロー
ラ２は基材３の外周面に弾性層４が形成され、更にその外側に表層５が形成されている。
【０１１４】
　定着ローラ２と対向するように加圧部材としての弾性加圧ローラ１９が配されており、
不図示の加圧手段により、二つのローラが回転可能に押圧されることで、定着ニップＮが
形成されている。
【０１１５】
　定着ローラ２及び弾性加圧ローラ１９の内部には、未定着トナーＧを溶融するために必
要な熱を供給する、熱源としてのヒータ２０が設置されている。ヒータ２０としてはハロ
ゲンヒータが一般に用いられる。搬送されてくる記録媒体Ｐのサイズに合わせて、複数本
のハロゲンヒータを内部に設置する場合もある。
【０１１６】
　定着ローラ２及び弾性加圧ローラ１９は不図示の手段により基材３及び芯金１９ａの端
部を通じて回転力が加えられ、定着ローラ２表面の移動速度が記録媒体搬送速度Ｖと略等
速となるように回転が制御されている。この際、回転力は、定着ローラ２及び弾性加圧ロ
ーラ１９のどちらかに付与され、もう一方が従動により回転していても良いし、両方に回
転力が付与されていても良い。
【０１１７】
　このように形成された定着装置の定着ニップＮに、未定着トナーＧによって画像が形成
された記録媒体Ｐを挟持搬送させる。これにより、未定着トナー画像を加熱、加圧する。
その結果、未定着トナー画像が溶融・混色、その後、冷却されることによって、記録媒体
Ｐ上にトナー画像が定着される。
【０１１８】
　３．画像形成装置
　本発明の画像形成装置としては、電子写真方式を用いた複合機、コピー、ファックス、
プリンタがある。ここではカラーレーザープリンタを例に用い、本発明の画像形成装置の
全体構成の概略について説明する。
【０１１９】
　図８は本発明の画像形成装置の実施の形態の一様態であるカラーレーザープリンタの概
略断面図である。
【０１２０】
　図８に示したカラーレーザープリンタ（以下「プリンタ」と称す）４０は、イエロー（
Ｙ）、マゼンタ（Ｍ）、シアン（Ｃ）、ブラック（Ｋ）の色毎に一定速度で回転する電子
写真感光体ドラム（以下「感光体ドラム」と称す）を有する画像形成部を有する。また、
画像形成部で現像され多重転写されたカラー画像を保持し、給送部から給送された記録媒
体Ｐにさらに転写する中間転写体３８を有する。
【０１２１】
　感光体ドラム３９（３９Ｙ、３９Ｍ、３９Ｃ、３９Ｋ）は、駆動手段（不図示）によっ
て、図８に示すように反時計回りに回転駆動される。
【０１２２】
　感光体ドラム３９の周囲には、その回転方向にしたがって順に、感光体ドラム３９表面
を均一に帯電する帯電装置２１（２１Ｙ、２１Ｍ、２１Ｃ、２１Ｋ）、画像情報に基づい
てレーザービームを照射し、感光体ドラム３９上に静電潜像を形成するスキャナユニット
２２（２２Ｙ、２２Ｍ、２２Ｃ、２２Ｋ）、静電潜像にトナーを付着させてトナー画像と
して現像する現像ユニット２３（２３Ｙ、２３Ｍ、２３Ｃ、２３Ｋ）、感光体ドラム３９
上のトナー画像を一次転写部Ｔ１で中間転写体３８に転写させる一次転写ローラ２４（２
４Ｙ、２４Ｍ、２４Ｃ、２４Ｋ）、転写後の感光体ドラム３９表面に残った転写残トナー
を除去するクリーニングブレードを有するクリーニングユニット２５（２５Ｙ、２５Ｍ、
２５Ｃ、２５Ｋ）が配置されている。



(16) JP 6407074 B2 2018.10.17

10

20

30

40

50

【０１２３】
　画像形成に際しては、ローラ２６、２７及び２８に張架されたベルト状の中間転写体３
８が回転するとともに各感光体ドラム３９に形成された各色トナー画像が前記中間転写体
３８に重畳して一次転写されることでカラー画像が形成される。
【０１２４】
　前記中間転写体３８への一次転写と同期するように搬送手段によって記録媒体Ｐが二次
転写部Ｔ２へ搬送される。搬送手段は複数枚の記録媒体Ｐを収納した給送カセット２９、
給送ローラ３０、分離パッド３１、レジストローラ対３２を有する。画像形成時には給送
ローラ３０が画像形成動作に応じて駆動回転し、給送カセット２９内の記録媒体Ｐを一枚
ずつ分離し、該レジストローラ対３２によって画像形成動作とタイミングを合わせて二次
転写部Ｔ２へ搬送する。
【０１２５】
　二次転写部Ｔ２には移動可能な二次転写ローラ３３が配置されている。二次転写ローラ
３３は、略上下方向に移動可能である。そして、像転写に際して、二次転写ローラ３３は
記録媒体Ｐを介して中間転写体３８に所定の圧で押しつけられる。この時同時に二次転写
ローラ３３にはバイアスが印加され中間転写体３８上のトナー画像は記録媒体Ｐに転写さ
れる。
【０１２６】
　中間転写体３８と二次転写ローラ３３とはそれぞれ駆動されているため、両者に挟まれ
た状態の記録媒体Ｐは、図８に示す左矢印方向に所定の搬送速度Ｖで搬送され、更に搬送
ベルト３４により次工程である定着部３５に搬送される。定着部３５は、本発明の手一着
装置である。定着部３５では熱及び圧力が印加されて転写トナー画像が記録媒体Ｐに定着
される。その記録媒体Ｐは排出ローラ対３６によって装置上面の排出トレイ３７上へ排出
される。
【実施例】
【０１２７】
　以下に、実施例を用いてより具体的に本発明を説明する。なお、各実施例および比較例
で作製した定着ベルトの作製条件を表１に示す。
【０１２８】
　（実施例１）
　＜定着ベルトの作製＞
　まず、基材として、内径３０ｍｍ、幅４００ｍｍ、厚さ４０μｍのニッケル電鋳製エン
ドレススリーブを用意した。尚、以下の一連の製造工程中、エンドレススリーブは、その
内部に中子を挿入して取り扱った。
【０１２９】
　次いで、基材の外周面にプライマー処理を施した。アリルトリメトキシシランを含有す
る、焼付け乾燥型のプライマー（商品名：ＤＹ３９－１０４Ａ／Ｂ；東レ・ダウコーニン
グ株式会社製）のＡ液とＢ液を１：１で調合後、ｎ－ヘプタンで３倍（質量比）に希釈し
た。得られたプライマー液を基材の外周面に均一に塗布し、溶媒を乾燥させた後、８０℃
設定の電気炉で４分間の焼付けを行った。プライマー液塗布前の基材と焼付け後の基材と
の質量変化から、プライマーの塗布量を算出したところ、０．１ｍｇ／ｃｍ２であった。
【０１３０】
　次いで、シリコーンゴム組成物の調製を行った。ベースポリマーとして、平均分子量が
６０００の、両末端にビニル基が導入されたジメチルシロキサンポリマーを準備した。ま
た、架橋剤シリコーンポリマーとして、ヒドロシリル基が珪素原子比で１９．５％導入さ
れたメチルハイドロジェンシリコーンポリマーを準備した。これらを質量部で９０：１０
の比率で配合し、十分に混合した。更に、微量のヒドロシリル化触媒（白金触媒：白金カ
ルボニルシクロビニルメチルシロキサン錯体）と微量のインヒビターとを添加し、十分に
混合した。
【０１３１】
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　そして、この混合物に、耐熱充填剤としてアナターゼ型の結晶構造を有する酸化チタン
粒子（商品名：酸化チタン（ＩＶ）アナターゼ型　２０８－１８２３１；和光純薬工業株
式会社製、一次粒子の体積平均粒子径＝３０ｎｍ、表１中、ＴｉＯ２（ａ）と記載）を体
積充填率２％となるように、また、熱伝導性フィラーとして、アルミナ（商品名：アルナ
ビーズＣＢ－Ａ２０Ｓ；昭和電工株式会社製、平均粒径２１μｍ）を体積充填率４０％と
なるように、添加した。これらを、十分に混合することでシリコーンゴム組成物を得た。
なお、ここでいう体積充填率とは、シリコーンゴム組成物全体の体積を基準としている。
【０１３２】
　調製したシリコーンゴム組成物を、プライマー処理された基材上に、リングコート法で
、厚さが３００μｍになるように塗布した。得られたエンドレスベルトを２００℃に設定
した電気炉中で４時間加熱してシリコーンゴムを硬化させ、弾性層を形成した。
【０１３３】
　このエンドレスベルトの表面に対して、該表面が周方向に２０ｍｍ／ｓｅｃの速度で移
動するようにエンドレスベルトを回転させながら、該表面から１０ｍｍの距離に設置した
紫外線ランプを用いて、エンドレスベルトの表面に対し紫外線照射を行なった。紫外線ラ
ンプには、低圧水銀紫外線ランプ（商品名：ＧＬＱ５００ＵＳ／１１；ハリソン東芝ライ
ティング株式会社製）を用い、大気雰囲気中１００℃で５分間の照射を行なった。
【０１３４】
　エンドレスベルトを室温まで冷却した後、当該エンドレスベルトの弾性層の表面に、付
加硬化型シリコーンゴム接着剤（商品名：ＳＥ１８１９ＣＶ　Ａ／Ｂ；東レ・ダウコーニ
ング株式会社製）を、厚さがおよそ２０μｍになるように略均一に塗布した。
【０１３５】
　次いで、内径２９ｍｍ、厚さ２０μｍのフッ素樹脂チューブ（商品名：ＫＵＲＡＮＦＬ
ＯＮ－ＬＴ；倉敷紡績株式会社製）を、拡径しながらエンドレスベルトの弾性層上に積層
した。その後、フッ素樹脂チューブの上からベルト表面を均一に扱くことにより、過剰の
接着剤を弾性層とフッ素樹脂チューブの間から扱き出した。
【０１３６】
　当該エンドレスベルトを２００℃に設定した電気炉にて１時間加熱して接着剤を硬化さ
せて、当該フッ素樹脂チューブを弾性層上に固定した。得られたエンドレスベルトの両端
部を切断し、幅が３４１ｍｍの定着ベルトＮｏ．１を得た。
【０１３７】
　＜定着ベルトの評価＞
　作製した定着ベルトＮｏ．１について、下記評価（１）～（３）を行った。なお、評価
結果は表２にまとめて示す。
【０１３８】
　（１）珪素原子に結合しているアリル基の有無
　完成した定着ベルトＮｏ．１について、基材と弾性層との界面における珪素原子に結合
しているアリル基の存在を確認するため、赤外分光分析装置（商品名：Ｆｒｏｎｔｉｅｒ
　ＦＴ　ＩＲ；ＰｅｒｋｉｎＥｌｍｅｒ社製）を用いて、以下のようにして赤外分光分析
を行った。
【０１３９】
　定着ベルトＮｏ．１の基材と弾性層との界面に剃刀入れて両者を強制的に剥離し、該界
面を露出させた。基材側と弾性層側の両剥離面の、それぞれの表面において、下記条件に
て全反射（ＡＴＲ）法による赤外分光測定を行い、１６３０～１６４０ｃｍ－１の波数領
域に、珪素原子に結合しているアリル基に特有のピークが見られるか否かを、両方の剥離
面について観察した
ＡＴＲクリスタル　ダイヤモンド
スキャン範囲　４０００～４５０ｃｍ－１

スキャン回数　４回
分解能　４ｃｍ－１
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入射角　４５°
【０１４０】
　そして、いずれの界面においてもアリル基に特有のピークが見られない場合、「アリル
基無し」、いずれかの界面においてアリル基に特有のピークが見られた場合、「アリル基
有り」と判断した。そして、定着ベルトＮｏ．１においては、基材側の剥離面において、
珪素原子に結合しているアリル基に特有のピークが認められた。基材側の剥離面のＩＲス
ペクトルチャートを図９に示す。
【０１４１】
　（２）剥離試験
　基材と弾性層との界面について、上記した剥離試験を実施した。
【０１４２】
　上記剥離試験を定着ベルトＮｏ．１において実施した結果、初期状態での基材－弾性層
界面の剥離試験時の破壊様式は、弾性層の凝集破壊を呈した。
【０１４３】
　さらに、定着ベルトの、高温環境下での長期間の使用を模擬して評価する目的で、定着
ベルトＮｏ．１を、温風循環炉を用いて２５０℃の環境で合計５００時間暴露した。３０
０時間後、および５００時間後において、それぞれ、定着ベルトＮｏ．１を室温に戻し、
上記と同様の手段で基材－弾性層界面の剥離試験を実施したところ、３００時間後、およ
び５００時間後において、共に、定着部材は弾性層の凝集破壊を呈した。
【０１４４】
　（実施例２）
　アリルトリメトキシシランを含有するプライマー（商品名：ＤＹ３９－１０４Ａ／Ｂ；
東レ・ダウコーニング株式会社製）のＡ液とＢ液を１：１で調合後、ｎ－ヘプタンで１．
６倍に（質量比）希釈し、プライマー液を調製した。このプライマー液を使用したこと以
外は実施例１と同様にして定着ベルトＮｏ．２を作製し、評価した。なお、基材上に塗布
されたプライマーの量は、０．２ｍｇ／ｃｍ２であった。評価結果を表２に示す。
【０１４５】
　（実施例３）
　実施例１において、プライマー液をｎ－ヘプタンで希釈せずに原液のまま基材に塗布し
、定着ベルトＮｏ．３を作製し、評価した。評価結果を表２に示す。なお、基材上に塗布
されたプライマーの量は、０．５ｍｇ／ｃｍ２であった。
【０１４６】
　（実施例４）
　３－メタクリロキシプロピルトリメトキシシランを含有する、焼付け乾燥型のプライマ
ー（商品名：ＤＹ３９－０５１Ａ／Ｂ；東レ・ダウコーニング株式会社製）のＡ液とＢ液
を１：１で調合した。該プライマー１００質量部に対し、さらに、シランカップリング剤
としてアリルトリメトキシシラン（商品名：Ｚ－６８２５；東レ・ダウコーニング株式会
社製）を５質量部添加した。そして、ｎ－ヘプタンで５倍（質量比）に希釈し、プライマ
ー液を調製した。このプライマー液を使用したこと以外は実施例１と同様にして定着ベル
トＮｏ．４を作製し、評価した。評価結果を表２に示す。なお、基材上に塗布されたプラ
イマーの量は、０．３ｍｇ／ｃｍ２であった。
【０１４７】
　（実施例５）
　３－メタクリロキシプロピルトリメトキシシランを含有する、焼付け乾燥型のプライマ
ー（商品名：ＤＹ３９－０５１Ａ／Ｂ；東レ・ダウコーニング株式会社製）のＡ液とＢ液
を１：１で調合した。該プライマー１００質量部に対し、さらに、シランカップリング剤
としてアリルトリエトキシシラン（商品名：ＳＩＡ０５２５．０；Ｇｅｌｅｓｔ，Ｉｎｃ
．製）を５質量部添加した。そして、ｎ－ヘプタンで５倍（質量比）に希釈し、プライマ
ー液を調製した。このプライマー液を基材に塗布し、温度８０℃、１５分で焼付けした。
これ以外は実施例１と同様にして、定着ベルトＮｏ．５を作製し、評価した。評価結果を
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表２に示す。なお、プライマーの塗布量は０．３ｍｇ／ｃｍ２となった。
【０１４８】
　（比較例１）
　３－メタクリロキシプロピルトリメトキシシランを含有するプライマー（商品名：ＤＹ
３９－０５１Ａ／Ｂ；東レ・ダウコーニング株式会社製）のＡ液とＢ液を１：１で調合後
、ｎ－ヘプタンで６倍（質量比）に希釈して、アリル基を有するシランカップリング剤は
添加せずにプライマー液を調製した。このプライマー液を使用したこと以外は実施例１と
同様にして定着ベルトＮｏ．６を作製し、評価した。評価結果を表２に示す。なお、プラ
イマーの塗布量は０．１ｍｇ／ｃｍ２となった。
【０１４９】
　（比較例２および３）
　ｎ－ヘプタンでの希釈倍率を３倍および２．３倍とし、さらに焼付け条件を１６５℃で
４分としたこと以外は比較例１と同様にして、それぞれ定着ベルトＮｏ．７およびＮｏ．
８を作製し、評価した。結果を表２に示す。
【０１５０】
　（比較例４）
　プライマー液の焼付け条件を１６５℃で４分に変更したこと以外は実施例３と同様にし
て定着ベルトＮｏ．９を作製し、評価した。評価結果を表２に示す。
【０１５１】
　この定着ベルトＮｏ．９の基材と弾性層の界面について、実施例１と同様に全反射（Ａ
ＴＲ）測定を行ったところ、珪素原子に結合しているアリル基の存在は認められなかった
。定着ベルトＮｏ．９では、プライマー液の焼付け工程を、実施例１と比較して高温で行
ったため、アリル基が失活していると考えられる。
【０１５２】
　（比較例５）
　アリルトリメトキシシランに変えて、ビニルトリメトキシシラン（商品名：Ｚ－６３０
０；東レ・ダウコーニング株式会社製）を５質量部添加したこと以外は実施例４と同様に
して定着ベルトＮｏ．１０を作製し、評価した。評価結果を表２に示す。
【０１５３】
　（比較例６）
　アリルトリメトキシシランを含有するプライマー（商品名：ＤＹ３９－０６７；東レ・
ダウコーニング株式会社製）を、原液のまま希釈せずに、実施例１で作製した弾性層を有
するエンドレスベルト上に、厚さがおよそ１０μｍになるように均一に塗布し、室温で３
０分乾燥させた。その後、実施例１と同様にしてフッ素樹脂チューブを被覆して、定着ベ
ルトＮｏ．１０を作製し、評価した。評価結果を表２に示す。なお、プライマーの塗布量
は０．０１ｍｇ／ｃｍ２となった。
【０１５４】
　定着ベルトＮｏ．１１で用いたプライマーは、アリルトリメトキシシランを含有するプ
ライマーであるが、初期の段階においても良好な接着性を得ることができなかった。ここ
で用いたプライマーは常温風乾型（１液タイプ）のプライマーであり、通常焼付けを経ず
風乾して用いるものである。そのため、基材上のＯＨ基とシランカップリング剤との脱水
縮合が十分に進まず接着強度が低いと考えられる。また、アリル基の存在が認められなか
ったのは、プライマーの粘度が低く多量に塗布することが困難だったためであると考えら
れる。
【０１５５】
　（参考例１）
　まず、比較例２と同じプライマー液を用いて同じ条件で、基材上にプライマー液を塗布
し、焼付け処理を行なった。
【０１５６】
　次いで、シリコーンゴム組成物の調製を以下のようにして行った。実施例１において、
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アナターゼ型酸化チタンにかえて、ルチル型の結晶構造を有する酸化チタン（商品名：酸
化チタン（ＩＶ）、ルチル型、９９．９％、型式：２０３－０９４１３；和光純薬工業（
株）製、一次粒子の体積平均粒子径＝３０ｎｍ、表１中、ＴｉＯ２（ｒ）と記載）を添加
して、十分に混合することでシリコーンゴム組成物を得た。
【０１５７】
　このシリコーンゴム組成物を用いたこと以外は、比較例２と同様にして定着ベルトＮｏ
．１２を作製し、評価した。評価結果を表２に示す。
【０１５８】
【表１】

【０１５９】
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【表２】

【符号の説明】
【０１６０】
　１　定着ベルト
　２　定着ローラ
　３　基材
　４　弾性層
　５　表層



(22) JP 6407074 B2 2018.10.17

【図１】 【図２】

【図３】 【図４】



(23) JP 6407074 B2 2018.10.17

【図５】 【図６】

【図７】 【図８】



(24) JP 6407074 B2 2018.10.17

【図９】



(25) JP 6407074 B2 2018.10.17

10

フロントページの続き

(72)発明者  秋山　直紀
            東京都大田区下丸子３丁目３０番２号キヤノン株式会社内
(72)発明者  宮原　康弘
            東京都大田区下丸子３丁目３０番２号キヤノン株式会社内

    審査官  中澤　俊彦

(56)参考文献  特開２００５－６２４１３（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２０１４－４１３４２（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開平９－２０８９２３（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００６－１６３０１７（ＪＰ，Ａ）　　　
              米国特許出願公開第２００９／０１１０４５３（ＵＳ，Ａ１）　　
              米国特許出願公開第２０１２／０２９４６５９（ＵＳ，Ａ１）　　

(58)調査した分野(Int.Cl.，ＤＢ名)
              Ｇ０３Ｇ　　１５／２０　　　　


	biblio-graphic-data
	claims
	description
	drawings
	overflow

